
外国人雇用実態調査の復元推計方法について 

 

母集団、有効回答数等から復元倍率を算出し、当該復元倍率を用いて集計した推計値から

構成比等を算出している。なお、具体的な推計値については、以下のとおり算出している。 

 

（１）事業所構成比に係る集計表及び外国人常用労働者数に係る集計表における推計値 
 
   ：  番目の標本事業所を表す添字 

 ：  番目の標本事業所の復元倍率 
 ： 推計する区分に対応する標本事業所数 
 ：  番目の標本事業所の属性の有無（属性があれば｢1｣、なければ｢0｣） 

̂ ： 事業所構成比の推計値 

としたとき、 

̂ = ∑ ∙∑  

とする。 
 

また、在留資格別外国人常用労働者数については、以下の算出とする。 

 

ℎ  ：推計対象母集団の層を表す添え字 
   ：推計対象母集団の層の集合 
：層 ℎ の  番目の標本事業所の復元倍率 
 ：層 ℎ の  番目の標本事業所の在留資格  の外国人常用労働者数 

  ：在留資格区分の集合 
 ： 層 ℎ 内の標本事業所数 
 ：層 ℎ の在留資格  の外国人常用労働者数の推計値 

= ∙  

 ：層 ℎ の外国人常用労働者数（在留資格計）の推計値 

=  
∈

 

 ：推計対象母集団における層 ℎ の外国人労働者数（外国人常用労働者数の近似値） 
 ：層 ℎ の外国人常用労働者数（在留資格計）の調査による推計値と推計対象母集団

の情報による外国人労働者数（近似値）の比率 

=  



：層 ℎ の  番目の標本事業所が推計する区分に属するか否か 
（推計する区分に属する場合は「1」、属さない場合は「0」） 

 ：推計する区分における在留資格  の外国人常用労働者数の推計値 
としたとき、 

= ∙ ∙ ∙
∈

 

 とする。 
 

 

（２）常用労働者の属性に係る集計表における推計値 
 

  ：  番目の標本事業所を表す添字 

  ：  番目の標本労働者を表す添字 

 ：  番目の標本事業所の  番目の標本労働者の復元倍率 

 ： 推計する区分に対応する標本事業所数 

 ：  番目の標本事業所の推計する区分に対応する標本労働者数 

 ：  番目の標本事業所の  番目の標本労働者の給与額、労働時間 

 ：  番目の標本事業所の  番目の標本労働者の属性の有無 

（属性があれば｢1｣、なければ｢0｣） ̅ ： 推計する区分における１人当たり賃金等の平均値の推計値 ̇ ： 推計する区分における１人当たり賃金等の中央値の推計値 

 ： 労働者構成比の推計値 

としたとき、 

̅ = ∑ ∑ ∙
∑ ∑  

= ∑ ∑ ∙
∑ ∑  

とする。 
 また、任意の ∈ ℝ （ℝ は実数の集合）に対し、 

( ) = ∑ ∑ ∙ ( )
∑ ∑  

( ) =  1, ≤0, >  

と定義する。 ( ) は 、集計対象範囲全体における復元倍率  の合計のうち、  が  以
下となる場合の復元倍率の合計が占める割合を表す。 



ここで、 ̇ =  { ∈ ℝ |   ( ) < 0.5 } ̇ =  { ∈ ℝ  |  ( ) > 0.5 } 
としたとき、 

̇ = ̇  の場合 ̇  = ̇ ( = ̇  )  ̇ ≠ ̇  の場合 

̇ = ̇ + ̇
2  

とする。 
なお、「所定内給与額」は、「きまって支給する現金給与額」－「超過労働給与額」による

ものとする。 
 

（３）労働者調査に係る集計表に係る推計値 
 

  ：  番目の標本事業所を表す添字 

  ：  番目の標本労働者を表す添字 

 ：  番目の標本事業所の  番目の有効回答労働者の復元倍率 

 ： 推計する区分に対応する標本事業所数 

 ：  番目の標本事業所の推計する区分に対応する有効回答労働者数 

 ：  番目の標本事業所の  番目の有効回答労働者の属性の有無 

（属性があれば｢1｣、なければ｢0｣） 

̂： 労働者構成比の推計値 

としたとき、 

̂ = ∑ ∑ ∙
∑ ∑  

とする。 

 

（４）労働者調査に係る集計表に係る推計値（周期調査「在留資格、世帯月収、仕送り

の有無、1 年間の仕送り額別・仕送り先別外国人常用労働者構成比」における平均値及

び中央値） 
 

  ：  番目の標本事業所を表す添字 

  ：  番目の標本労働者を表す添字 

 ：  番目の標本事業所の  番目の有効回答労働者の復元倍率 

 ： 推計する区分に対応する標本事業所数 

 ：  番目の標本事業所の推計する区分に対応する有効回答労働者数 

 ：  番目の標本事業所の  番目の標本労働者の１年間の仕送り額 



 ：  番目の標本事業所の  番目の標本労働者の属性の有無 

（属性があれば｢1｣、なければ｢0｣） 

̅ ： 推計する区分における１人当たり１年間の仕送り額の平均値の推計値 

̇ ： 推計する区分における１人当たり１年間の仕送り額の中央値の推計値 

̂ ： 労働者構成比の推計値 

としたとき、 

̅ = ∑ ∑ ∙
∑ ∑  

̂ = ∑ ∑ ∙
∑ ∑  

とする。 
 また、任意の ∈ ℝ （ℝ は実数の集合）に対し、 

( ) = ∑ ∑ ∙ ( )
∑ ∑  

( ) =  1, ≤0, >  

と定義する。 ( ) は 、集計対象範囲全体における復元倍率  の合計のうち、  が  以
下となる場合の復元倍率の合計が占める割合を表す。 
ここで、 

̇ =  { ∈ ℝ |   ( ) < 0.5 } 
̇ =  { ∈ ℝ  |  ( ) > 0.5 } 

としたとき、 
̇ = ̇  の場合 ̇  = ̇ ( = ̇  )  
̇ ≠ ̇  の場合 

̇ = ̇ + ̇2  

とする。 
なお、「１年間の仕送り額」は、「過去１年間の間の仕送り回数」×「１回にいくら仕送り

（送金）しているか」によるものとする。 

 

 


